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「地方独立行政法人市立大津市民病院の概要」 

１ 法人に関する基礎的な情報 

（１） 目的、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、組織図その他の法人の概要 

 

①目的 

 地域の中核病院として、市民に救急医療及び高度医療を始め、良質で安全な医療を継続

的かつ安定的に提供するとともに、地域の医療機関との機能分担及び連携を行うことによ

り、市民の健康の維持及び増進に寄与することを目的とする。 

 

②業務内容 

 ・医療を提供すること。 

 ・医療に関する調査及び研究を行うこと。 

 ・医療に従事する者に対する研修を行うこと。 

 ・医療に関する地域への支援を行うこと。 

 ・人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること。 

  

③沿革 

明治３２年 滋賀県立避病院（伝染病院）を大津市に移管、大津伝染病院開設 

明治４０年７月 大津市圓山病院と改称 

昭和１２年４月 
大津回生病院と改称、１市２箇村組合立伝染病院（大津市・雄琴村・

坂本村・下阪本村）として膳所錦町字打明に開設 

昭和３９年１月 現在地に移転、大津市民病院に改称 

昭和５３年７月 新館棟（現在の別館棟）竣工 

昭和５４年３月 管理棟増築 

昭和５８年５月 付属棟増築 

平成１１年４月 本館棟竣工（地下１階、地上９階建て免震構造、屋上ヘリポート設置） 

平成２９年４月 
地方独立行政法人に移行 

地方独立行政法人市立大津市民病院と名称変更 

平成３０年３月 市立介護老人保健施設ケアセンターおおつ廃止 

令和２年３月 市立大津市民病院付属看護専門学校閉校 

 

④設立に係る根拠法 

 地方独立行政法人法（法律第百十八号） 
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⑤組織図 

 

経営管理課

総 務 課

内部統制推進室

施設契約課

総 務 係

人 事 係

施 設 係

契 約 係

医療の質・安全管理室

地域医療連携室

患者相談支援室

入退院センター

訪問看護ステーション
診療情報管理室

医療情報システム室

診療支援室

医療情報センター

臨床研修センター

地域医療研修室

治験管理センター

診 療 局 総合内科

消化器内科

呼吸器外科

呼吸器内科

脳神経内科

循環器内科

精神・心療内科

小児科

外科・消化器外科・乳腺外科

整形外科

脳神経外科

心臓血管外科

リハビリテーション科

産婦人科

眼 科

耳鼻咽喉科

泌尿器科

皮膚科

形成外科

歯科口腔外科

放射線科

感染症科

麻酔科

救急診療科

病理診断科

緩和ケア科

手術部

化学療法部外来通院手術部

集中治療部

血液浄化部

神経難病臨床研究所

健診センター

消化器内視鏡センター

脳卒中センター

診療科部門

中央診療部門

医療技術局 薬剤部

医薬品情報管理室

臨床検査部

輸血管理室

病理検査室

放射線部

リハビリテーション部

臨床工学部

栄養部

看 護 局

法人事務局

市立大津市民病院

院 長

副 院 長

監 事

法人理事会

５Ａ病棟

５Ｂ病棟

６Ａ病棟

６Ｂ病棟

７Ａ病棟

７Ｂ病棟

８Ａ病棟

８Ｂ病棟（９Ｂ病棟（感染症）

９Ａ病棟（緩和ケア）

３Ｃ病棟

外来部・ＥＲ

手術部

集中治療部・３Ｂ病棟

血液浄化部

材料滅菌部

事 務 部 医 事 課

理 事 長

理 事

医 事 係

収 納 係

内科（腎臓内科、内分泌・糖尿病内科、血液内科）

脳神経外科

心臓血管外科

リハビリテーション科

産婦人科

眼 科

耳鼻咽喉科

泌尿器科

皮膚科

形成外科

歯科口腔外科

放射線科

感染症科

麻酔科

救急診療科

病理診断科

緩和ケア科

手術部

化学療法部

感染管理室

高度鏡視下手術トレーニングセンター

経営戦略係

財 務 係
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⑥その他法人の概要 

 特になし 

 

（２）事務所（従たる事務所を含む。）の所在地   

○病院 

名 称 所在地 

市立大津市民病院 大津市本宮二丁目９番９号 

 

（３）資本金の額及び出資者ごとの出資金 

 大津市   ９６１，７５９円 

 

（４）役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（令和３年３月３１日現在） 

氏名 役職 任期 担当及び経歴 

若林 直樹 副理事長（常勤） H31.4.1 ～R3.3.31 院長 

渡邉 良子 理事（常勤） R 2.4.1 ～R3.3.31 看護局長 

三木 恒治 理事（非常勤） H31.4.1 ～R3.3.31 医学博士 

山崎 武史 理事（非常勤） H31.4.1 ～R3.3.31 公認会計士 

傍島 公男 理事（非常勤） R 2.5.1 ～R4.4.30 元大津市会計管理者 

山形 康郎 監事（非常勤） R 元.7.1 ～R3.6.30 弁護士 

菊池 健太郎 監事（非常勤） R 元.7.1 ～R3.6.30 公認会計士、税理士 

※理事長と監事は大津市長が任命し、理事は理事長が任命する。役員の任期は、 

理事長が４年、理事、監事は２年。 

  ※役員が欠けた場合の補欠の役員の任期は、前任者の在任期間。 

   

（５）常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに法人への出向

者の数  （令和３年３月３１日現在） 

常勤職員 ８２６人（うち法人への出向者８人）、平均年齢４２歳 

※内訳：医師１２５人、看護師４２４人、医療技術員１３２人、その他１４５人 

（前年比 ＋２１人）  
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「全体的な状況」 

 

１ 総括 

  中期計画期間(H29.4.1～R3.3.31)の最終年度となる令和２年度は、令和元年度から

続いている新型コロナウイルス感染症の感染拡大が収束せず、年度を通じてその対応

を行ったことから通常体制による病院機能の維持が困難となったが、第一種感染症指

定医療機関として新型コロナウイルス感染症へ適正に対応し、その使命を果たすとと

もに、状況に応じ適切に通常医療の提供を行った。 

  財務状況としては、医業収支はマイナス１，４８６百万円と医業収益の落ち込みに

より多額の損失となったが、国等の補助金等により、経常収支において２，０５８百

万円の経常利益を確保することができた。また、令和元年度末繰越欠損金が７３１百

万円あったが、令和２年度末は繰越欠損金がなくなり、利益剰余金１，４７０百万円

となった。 

  新型コロナウイルス感染症への対応としては、令和２年３月、県内初の感染者の入

院を受入れて以来、当該感染症患者への対応に要する状況に応じ、適時適切な対応を

行った。同月より健診センターの新規予約を停止、４月初旬より耳鼻咽喉科、歯科口

腔外科、消化器内視鏡検査における診療制限を実施した。４月中旬にはＥＲが新型コ

ロナウイルス感染症対応中心となり、感染症対応病床確保のため、救急病棟である３

Ｂ病棟を新型コロナウイルス感染症重症患者の受け入れ病床に変更、緩和ケア病棟２

０床、８Ｂ病棟５０床を休床した。これらの新型コロナウイルス感染症対応に伴う診

療体制の縮小及び受診控えによる減収の影響は大きく、第一四半期には医業収入が前

年比マイナス２５％まで落ちこんだ。その後も対応を要する感染患者、入院患者は安

定せず、対応は困難を極めたが、状況に応じ必要病床の確保と適切な看護配置を適時

行い、当院の体制が崩れることがないよう適切に対応を行った。特に、感染症患者の

受入れに伴う院内感染リスクが喫緊の課題として顕在化したことから、速やかに感染

症ＥＲの設置に着手し、１２月に稼動を開始した。これにより、感染拡大時において

も通常救急医療と感染症医療の両立を可能とし、市民病院として当院に求められる役

割を果たせる体制を構築した。 

こうした状況に対する増収策として、新型コロナウイルス感染症による「診療報酬

請求の臨時的な取り扱い」による増点分を通知に沿って算定し、厳しい収入状況を少

しでも回復させるべく取り組んだ。また、令和元年度に策定した経営改善計画に基づ

き、看護職員夜間１６：１加算、急性期看護補助体制加算（２５：１）、夜間１００：

１急性期看護補助体制加算などの施設基準を取得し、看護師の職場環境改善、稼動額

の向上に努めた。さらに、来年度に向けた取り組みとして、入院患者数の減少が最大

の減収要因となっていることから、病院全体の病床を効率的かつ機能的に運用するこ

とを目的に入退院センターの機能強化を進めた。 
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 また、地方独立行政法人化等の当院を取り巻く環境の変化に合わせ、市民とともに、

地域とともに歩んでいくという強い決意のもと、全職員が一丸となり市民の命と地域

医療を守る責務を果たすべく、８月に病院理念を新たに策定した。 

令和２年度は未曾有の災害とも呼べる新型コロナウイルス感染症が全国的に猛威を

振るい、当院においても患者数の減少により経営的には多大な影響を受けた一年であ

った。しかし、市民病院としての当院の使命である「地域住民の生命と健康」を守る

ために、新型コロナウイルス感染最重症患者の受入れを行い、県内唯一のＥＣＭＯ療

法を実施するなど、他院では困難な症例であっても病院職員一丸となって対応した。

このことにより地域住民からも多くの支援を頂き「市民病院があってよかった」との

再評価を頂けたと考える。また、こうした状況においても、限られた経営資源を最大

限活用し、状況に応じ適切に通常医療の提供を行った。 

 

２ 大項目ごとの特記事項 

第１ 年度計画の期間 

 特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

「市民病院としての役割」 

・地域の中核的な急性期病院として、５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、

精神疾患）に対する医療を継続して提供し、化学療法においては目標比１２０．６％

の治療件数を達成した。 

・４事業（救急医療、災害医療、小児医療、周産期医療）に対する医療の確保のため、

感染症ＥＲを設置し、新型コロナウイルス感染症への対応時においても救急医療を

提供可能な体制を構築した。 

・感染症への対応として、第一種及び第二種感染症指定医療機関として、県、市と連

携を図り、重症患者を含む新型コロナウイルス感染症患者への医療を提供した。 

「地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化」 

・地域医療連携の中心的な役割を担うため、特に退院時においてかかりつけ医を持つ

ように患者に勧めるとともに、新規かかりつけ医登録を推進し、地域の医療機関と

の連携、役割分担の強化を図った。結果、紹介率、逆紹介率、地域医療機関訪問回

数の全てにおいて今年度目標を達成した。 

・入退院センターの機能充実を図り、入院前から退院後までの支援を行い、早期退院

並びに長期入院患者及びがん末期患者の在宅療養を実現することで利用者の増に努

めた。 

・県、市と連携を図り新型コロナウイルス感染症に対する適切な対応を行った。 
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「市民・患者への医療サービス」 

・患者満足度調査を実施し、結果をホームページ上に公開した。入院患者及びその家

族の満足度は昨年ほぼ横ばい、低下傾向にあるが、外来患者及びその家族からは過

去５年の調査結果中最も満足度が高かった。また、感染症予防対策に関する項目に

おいては、８割以上の「安心である」との回答を得た。引き続き、調査結果の分析

に基づき、更なるサービスの改善、向上に努める。 

「医療の質の向上」 

・令和３年度の日本病院評価機構による評価の受審に向けて病院機能評価委員会を立

ち上げ、院内監査委員による内部監査を実施した。 

・新型コロナウイルス感染症に対する対策の検討、準備及び決定機関として新型コロ

ナウイルス感染症対策本部を立ち上げ、その統制の下、各部署の協力体制により院

内感染防止対策を行った。 

・ホームページ、院内広報誌に加え、テレビ媒体によるブランドプロモーションによ

り、当院の情報を幅広く発信した。 

  

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

「経営の効率化」 

・適切な時期に集中的に地域の医療機関を訪問し情報交換を行い、地域医療支援病院

として連携強化に努めた。また、より効率的な医療提供に向け、クリニカルパス委

員会が中心となりパスの整備を継続実施した。 

「管理体制の強化」 

・理事会資料の事前共有や必要に応じて個別協議を実施し、会議当日の議論の深化及

び効率化による経営管理機能の向上を図った。 

 ・院長を委員長とする病院機能評価委員会を設置し、その内部統制により業務改善を

行い医療の質の向上を図った。また、コンプライアンス研修の実施により職員の法

令・行動規範の遵守を徹底した。 

「優れた人材の確保と意識改革」 

・年度中の退職に対する年度途中採用により必要な人員を確保したほか、看護師を対

象とした人員確保に資する奨学金制度を新設した。 

・現在、当院に求められる市民病院としての責務を果たすため、当院を取り巻く環境

の変化に合わせ新たな病院理念を策定し、全職員の意識改革を行った。 

・全体経営会議を通じて定期的に経営情報を共有することにより、職員の主体的な経

営改善意識の向上を図った。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

「単年度資金収支ゼロ以上並びに経常収支比率及び医業収支比率１００パーセント以上
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を達成するために講じる施策」 

・ＤＰＣコーディング委員会によるコーディングの確認、修正事項の各診療部長への

周知と医事業務委託の管理強化により、正確な診療報酬の請求に努めた。 

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴う臨時的な診療報酬の取扱いに適切に対応

し、入院診療単価の増額を確保した。 

・収入管理においては、保険診療適正化委員会における査定内容の確認、各診療部長

へのフィードバック及び医事業務委託の管理強化により請求漏れの防止に努めると

ともに、査定減に対しては積極的に再審査請求を行った。 

・支出及び経費の削減策として、人件費については管理職手当の一部削減及びポスト

管理に基づく人事配置を行った。材料費については契約先のベンチマーク利用によ

る納入業者との価格交渉や共同購入品の導入、後発医薬品への切り替えを進めた。 

・新型コロナウイルス感染症対策関連国庫補助金を医療機器購入費に充て、財源の減

少を抑制した。 

・令和元年度に閉校した看護専門学校の資産について市へ返納した。 

・利益剰余金１，４７０百万円については１，２０９百万円を次期中期目標期間に繰

り越す。また、２６１百万円については市へ配当する。 

「運営費負担金」 

・不採算経費については、繰出し基準に基づいて金額を算定し、金額抑制に努めるよ

う取り組んだ。 

「計画期間内の収支見通し」 

・理事会において、中期計画の主要な指標の達成状況について確認を行った。また、

各診療科へ各種指標を毎月共有し、経営に対する意識付けを行った。評価委員会に

対し、四半期ごとの達成状況及び要因分析について、市への報告を行った。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置 

・令和元年度に閉校した看護専門学校の資産について大津市へ返納した。  
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「項目別の状況」 

 

第１ 年度計画の期間 

 特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

１ 市民病院としての役割 

（１）５疾病に対する医療の提供 

地域の中核的な急性期病院として５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病及び

精神疾患）への対応を中心とした医療を提供した。がん治療においては、患者ごとに最

適な治療の提供を行い、化学療法による治療件数が目標値を達成した。 

新型コロナウイルス感染症対応として、手術の制限を行ったこと等により手術件数等

は減少せざるを得なかった。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標値 令和２年度実績 

がん手術件数 ６５０件 ５４０件 

化学療法件数 １，９００件 ２，２９１件 

放射線治療件数 １２０件 １０１件 

脳外科手術件数 ３３３件 １７３件 

ＰＣＩ実施件数 ２１３件 １４５件 

 ※ＰＣＩ（経皮的冠動脈インターベンション） カテーテルを用いた心臓疾患治療 

 

（２）４事業に対する医療の確保 

４事業（救急医療、災害医療、小児医療、周産期医療）に対する医療の確保のため、

救急医療においては、第一種感染症指定医療機関として新型コロナウイルス感染症患者

を受け入れるため、感染拡大に伴いＥＲの受診制限を行うなど、当該感染症の影響を大

きく受け、救急搬送受入件数及び救急入院患者数の減少、救急ストップ時間の増加とな

ったが、１２月には感染症ＥＲを設置し、感染症指定医療機関としての責務を果たしつ

つ通常救急医療の提供を維持する体制を構築した。 

災害医療については、当院ＤＭＡＴ隊を熊本県に派遣、豪雨被害の中心となった熊本

人吉地区で災害医療活動に従事した。 
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小児医療については、新型コロナウイルス感染症及びその感染予防対策の影響で気管

支炎や肺炎などの気道感染症の減少に伴い、小児科入院患者数及び救急受入件数が減少

したが、救急医療も含め治療の必要な小児患者の受け入れを可能な限り行った。 

周産期医療については、当面の間、休止している分娩は、現在のところ再開していな

い。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標値 令和２年度実績 

救急搬送受入件数 ４，１００件 ２，８０８件 

救急搬送入院患者数 １，４５０人 １，２６７人 

救急ストップ時間 ０時間 ８４３時間 

救急搬送比率 ２７．５％ ２０．１％ 

救急入院患者数 ３，０７０人 ２，２２１人 

 

【関連指標】 

 ・災害訓練回数 ２回（うち院内２回） 

 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標値 令和２年度実績 

小児科入院患者数 ２，６４７人 ９６４人 

小児科救急受入件数 ２，４００件 ７３３件 

  

【関連指標】 

・ハイリスク分娩件数 ０件 

 

（３）感染症への対応 

滋賀県下で唯一の第一種及び第二種感染症の指定医療機関として、県、市との連携を

行い、重症患者を含む新型コロナウイルス感染症患者の治療を行った。感染拡大状況に

応じて対応病床数を確保し、適時適切な対応を継続した。 

  また、１２月には感染症ＥＲを設置し院内感染リスクへの対応を行うとともに、通常

救急医療の提供を維持する体制を構築した。 

 



14 

 

（４）予防医療の提供 

健診センターにおいては、新型コロナウイルス感染症対応のため、一般健診は６月ま

で、人間ドックは１０月まで休止した。その後、健診内容に応じて制限を行いつつ、感

染拡大状況を見極めながら再開したが、目標の達成には至らなかった。各種オプション

検査を設定するほか、検査結果を丁寧に説明することにより、ニーズに応じ、安心して

受診することができる検診を提供した。 

  また、がん、生活習慣病を対象とした簡易な検査「プチ健診」の令和３年度開始に向

けた準備に着手し、より幅広い検査ニーズへの対応に取り組んだ。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標値 令和２年度実績 

人間ドック件数 ３，３００人 ８４７人 

 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

（１）地域医療支援病院としての役割 

かかりつけ医との機能分化・連携を進めるため、特に退院時においてかかりつけ医を

持つように患者に勧めるとともに、新規かかりつけ医登録も推進した。令和２年度にお

いては１１件の新規かかりつけ医登録を行った。 

新型コロナウイルス感染症への対策に留意しつつ診療所訪問を実施した。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標値 令和２年度実績 

紹介率 ６０％ ６８．２％ 

逆紹介率 ８０％ ９７．１％ 

地域医療機関訪問回数 ２５０回 ２５８回 

 

（２）地域での病院機能とその役割 

多職種連携により入院前から患者を支援し、退院後まで一貫した治療の提供を行うこ

とを目的として、入退院センターの業務に係る人員補充等の機能充実を図った。引き続

き院内体制の整備を進め、早期退院の支援に努める。 

新型コロナウイルス感染症対策のため地域医療機関向け研修を実施できず、実施回数

が大きく減少した。今後、感染状況を見極めながら実施していく。 

【関連指標】 

・地域医療機関向け研修実施回数 ２回 
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（３）在宅医療・介護との連携強化 

訪問看護ステーションにおいては、「新規依頼は断らない」との目標を職員に周知し、

着実に利用者の受入れを行い、また、院内連携の強化により長期入院患者・がん末期患

者の在宅療養を実現し、利用者の増加に繋げた。 

【関連指標】 

・訪問看護件数 ８，３２５件 

・在宅復帰率  ９６．９６％ 

 

（４）関係機関との連携強化 

市保健所の要請により当病院敷地内に地域外来検査センターを設置するなど、新型コ

ロナウイルス感染症対応において、市を始めとする行政機関との連携を図り、市民病院

としての役割を果たした。 

今年度は、医師会との連携を深めるために、地域医療機関情報交換会を初実施する予

定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大リスクを避けるため中止し、次年度以降

に実施することとした。 

 

３ 市民・患者への医療サービス 

（１）市民・患者の求める医療サービスの提供 

患者満足度調査は、各ブロックにおける外来患者及び家族を対象とする外来患者向け

調査と各病棟に入院する患者及び家族を対象とする入院患者向け調査に分け、それぞれ

アンケート方式により実施し、調査結果についてはホームページ上で公開した。また、

サービスの改善に向け全体経営会議を通じて院内職員に周知を行った。外来患者の満足

度が上昇し、過去５年で最も満足度が高く、日々の取り組みの結果と考える。入院患者

満足度については昨年度からほぼ横ばい、下降傾向にある。また今年度は、感染の予防

対策に関する項目を追加した結果、８割以上の患者から安心であるとの回答を得た。 

引き続き、調査結果の分析に基づきサービスの改善、向上に努める。 

【関連指標】 

・外来 患者満足度調査（満足＋やや満足） ８６．０％ 

・入院 患者満足度調査（満足＋やや満足） ８９．５％ 

 

（２）職員の接遇の質の向上 
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新型コロナウイルス感染症への感染防止のため、集合研修の実施が困難な中、既存の

接遇研修動画を全職員対象に実施し、接遇の質の向上を図った。 

 

４ 医療の質の向上 

（１）医療の安全の徹底 

第三者機関からの評価については、令和３年度の日本病院機能評価機構による評価の

受審に向け病院機能評価委員会を立ち上げ、各部門の内部監査を実施した。 

インフォームド・コンセントについては、患者への情報提供をしっかりと行えるよう、

分かりやすく質の高い説明の徹底を図った。 

安全管理機能の向上においては、医療安全管理対策委員会で医療事故の予防対策や再

発防止対策の充実を図り、全体経営会議においても定期的に報告を行い、安全管理に対

する意識の向上を図った。 

感染防止の徹底においては、多職種により構成する感染対策チームによるラウンドで

院内感染の監視を行い、病院全体における感染管理活動を実施し、全体経営会議におい

ても定期的に感染症の発生状況を報告した。また、新型コロナウイルス感染症対策本部

を立ち上げ、院内における同感染症に対する対策の検討、準備及び決定機関として統制

を行った。 

 

【関連指標】 

・転倒転落発生率 ４．８８‰ 

・褥瘡発生率 ０．１６％ 

 

（２）診療データ分析による医療の質と効率性の標準化 

提供する医療の標準化及び収益率向上を図るため、ＤＰＣベンチマークソフトを用い

たクリニカルパスの整備を続けた。また、ＱＩの分析評価結果を院内に周知するととも

に、ホームページにおいて公表を行い、院内においても各部門へ周知することにより、

医療の質向上に対する職員への意識付けを継続した。 

 

（３）セカンドオピニオンの推進 

  地域医療連携室において紹介患者を把握し、セカンドオピニオンを希望する患者には、

他院への情報提供を行うなど、適切な対応を行った。 
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（４）市民への医療の質に関する情報発信 

  ホームページの情報が常に最新の状態にできるよう、適時適正に更新を行った。他の

広報活動については、院内広報誌の２回刊行に加え、㈱びわ湖放送とブランドプロモー

ション契約を締結し、テレビ媒体にて当院の様々な情報を発信した。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大が下火になった期間には、地域医療連携室を中

心に、集中的に地域の診療所を訪問し、当院の診療状況等を伝えるなど情報交換を行い、

地域医療支援病院として連携強化に努めた。 

クリニカルパスについては委員会を中心にパスの整備を引き続き行った。実績データ

の検証を行ってきたが、新型コロナウイルス感染症対応が必要であったことから、今後

具体的な改善を実施する。 

 

２ 管理体制の強化 

（１）経営体制の強化 

 理事会は、新型コロナウイルス感染症に対応して、メール会議の実施やリモートでの

出席を取り入れ感染対策を徹底した。資料を可能な限り事前に送付することにより、当

日、効率的で充実した審議が可能となるよう努めた。既定の理事会日程で審議が完結し

ない場合は、院外理事とリモートによる個別協議を行い承認を得た。 

また中期計画の進捗管理については、経営管理課が行った。 

 

（２）内部統制の強化 

院長を委員長とする病院機能評価委員会を立ち上げ、監査委員が２回、各部門の内部

監査を実施した。内部監査の結果を所属長に通知し、また、結果に基づき改善指示を行

い、医療の質の向上を図った。 

 

（３）コンプライアンスの徹底 

新型コロナウイルス感染症の感染防止のため参加者を限定し、弁護士を講師に、幹部

職員向けに「コンプライアンス研修」を実施した。内容は、個人情報保護及びハラスメ

ントを対象。また、同研修をビデオ録画し、全職員を対象に動画視聴研修を行い、個人
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情報保護の管理、ハラスメント予防の徹底を行った。 

 

３ 優れた人材の確保と意識改革 

（１）法人職員の確保 

年度中の退職者について年度途中採用により人員確保に努めた。新型コロナウイルス

感染症の影響により、院内外の就職合同説明会が中止されたが、早期からオンラインを

活用した就職説明会の開催や採用活動を進め、医療職員を確保した。 

看護師確保においては、人員確保に資する奨学金制度を新設した。同制度運用は令和

３年度より開始する。 

 

（２）職員の意識改革とモチベーションの向上 

  当院を取り巻く環境の変化に合わせて、市民の命と地域医療を守るという考えに基づ

き新たな病院理念を策定し、全職員に周知を行った。経営情報についても、例月の全体

経営会議や院内イントラネットにより全体共有し、個別診療科に対しては詳細に分析し

た診療指標資料を提供し、経営改善に対する職員の意識付けを図った。 

人事評価については、新型コロナ感染症対応のため組織改編や人事異動が流動的であ

ったが、状況に応じて柔軟な制度運用を行った。新型コロナウイルス感染症対応に伴う

人員配置については、一般病棟の看護師人員不足に対する人材派遣の活用、病院来院者

の出入口トリアージ業務の民間委託により業務量の増加に対応可能な人員配置に努めた。 

地域医療連携室による定期的な診療所訪問など、引き続き地域医療機関と密な関係を

継続した。院内においても、関係部門職員による会議を開催し、退院支援、在宅・転院

支援等を行うことにより在宅医療提供の充実に努めた。 

   

（３）研修体制の強化 

   新型コロナウイルス感染症への感染防止のため、集合形式での開催、参加が困難の中、

リモート・オンラインを活用した形式の研修に積極的に参加した。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

毎月、所属長を対象とした全体経営会議を実施し、診療科ごとの経営状況について情

報共有した。加えて、院内イントラネットにて周知することにより、病院全体で情報共

有し、経営改善に対する職員の意識付けを図った。 
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【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標値 令和２年度実績 

医業収支比率 １００％以上 ８６．０％ 

経常収支比率 １００％以上 １１６．８％ 

 

１ 単年度資金収支ゼロ以上並びに経常収支比率及び医業収支比率１００パーセント以上

を達成するために講じる施策 

（１）収入及び収益の向上策 

 医事課において、診療報酬改定への対応や診療報酬請求漏れ対策のため、医事業務委

託業者とミーティングを毎月実施するなど、委託業務に対する管理を強化した。また、

ＤＰＣコーディング委員会によるコーディングの確認、修正事項の各診療科部長への周

知を行った。 

新型コロナウイルス感染症への対応の影響として、新規入院患者の受け入れ制限によ

り入院延患者数が大幅に減少した。しかし、「診療報酬請求の臨時的な取り扱い」等によ

り、入院単価は向上した。次年度以降、より機能的で効率的な病床稼動を行うため入退

院センターの機能強化も行い、令和２年度は外科・泌尿器科について運用を開始した。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響として、感染症患者受け入れに伴う看護

師確保のための稼動病床数削減、救急患者受入制限、入院制限等の対応を行ったほか、

患者の受診控えもあり、大きく患者数が減少した。 

診療報酬外収益については、各種予防接種料金などを、近隣施設との比較を行い、均

衡に配慮した適正料金に設定し、理事会において承認を得た上で適切に料金改定を行っ

た。 

収入管理においては、医事業務委託業者と毎月１回、請求漏れや査定減の防止対策な

ど増収に向けた協議を行うとともに、査定減等に対しては積極的な再審査請求を行い、

適正な診療報酬の確保に努めた。また、保険診療適正化委員会においても査定内容を確

認し、各診療科部長へのフィードバックを行い情報の共有に努めた。 

また、債権を適正に管理し、未収金の未然予防に努めている。未収金が発生した際は

早期回収、早期介入を目指し、速やかに職員が電話及び文書による督促、自宅訪問等に

より、状況に応じた債権回収を実施した。未収金発生３ヶ月以内に職員による回収が不

可能であった事案については弁護士委託によりに回収に当たっている。 
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【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標値 令和２年度実績 

入院診療単価 ５８，５００円 ６１，１２０円 

外来診療単価 １２，０００円 １６，１３７円 

手術件数 ４，５７０件 ２，５１５件 

病床稼働率 ８２％ ７３．２％ 

入院患者数 １３３，２２５人 １０４，０６６人 

外来患者数 ２２８，４２０人 １６９，７１５人 

平均在院日数 １１．０日 １４．１日 

ＤＰＣⅡ期間以内患者割合 ７０％ ５４．５％ 

新入院患者数 １０，９５２人 ６，９１５人 

ＩＣＵ稼働率 １００％以上 １０３．５％ 

 

（２）支出及び費用の削減策 

管理職手当の一部削減及びポスト管理を実施する等、人件費の抑制に努めた。職種間

のタスクシフト、業務分担の適正化や診療報酬収益改善に必要な人員の確保を行い、人

員配置の効果的・効率的な業務執行体制の整備に努めた。また、職員の健康管理の観点

も含め、職員の時間外勤務時間について、定期的に幹部職員が把握し、指導及び時間外

の削減に努めた。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標値 令和２年度実績 

人件費比率（職員給与費比率） ５５％以下 ６７．１％ 

※人件費（退職給付費用を除く）比率は、医業収益に対する費用の割合 

 

材料費の削減については、他施設の納入価格と比較するため、契約先のベンチマーク

を利用しながら納入業者との価格交渉を行った。また共同購入品の導入も進めており、

より安価な調達を行うことができた。薬剤については、後発品への切り替えを行うため、

薬事委員会を開催し随時議論を行った。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標値 令和２年度実績 

材料費比率 ２０％ ２３．９％ 
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後発医薬品指数 ８０％以上 ９３％ 

※材料費比率は、入院、外来収益に対する費用の割合。目標値は抗がん剤等高額薬剤

を除いて算定。 

※後発医薬品指数は、ＤＰＣ機能評価係数Ⅱ算定のための評価項目で、入院医療で使

用される後発医薬品の使用割合に基づく評価。国は７０％を目標としている。 

 

令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症関連補助金が多数設定されたため、

機器購入費用に充てることにより財源の減少を抑制した。また、マスクやグローブなど

の感染対策消耗品の価格が大幅に高騰していることから、国・県あて物資の提供依頼や、

新たな補助金の活用も行った。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和２年度目標 令和２年度実績 

委託費比率 １１％ １４．８％ 

 ※委託費比率は、医業収益に対する費用の割合 

 

２ 運営費負担金 

不採算経費については、繰出し基準に基づいて金額を算定し、金額抑制に努めるよう

取り組んだ。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により、収益が減少し、抑制を

図ることができなかった。 

 

３ 計画期間内の収支見通し 

理事会において、中期計画の主要な指標の達成状況について確認を行った。また、各

診療科へ各種指標を毎月共有し、経営に対する意識付けを行った。評価委員会に対し、

四半期ごとの達成状況及び要因分析について、市への報告を行った。 

 

第５ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

令和元年度に閉校した看護専門学校の資産について大津市へ返納した。 
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第６ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画、資金計画 

（１） 予算（令和２年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 
差額 

（決算-計画） 

収入 

 営業収益 

  医業収益 

  看護専門学校収益 

  訪問看護ステーション収益 

  運営費負担金 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金 

  その他営業外収益 

 

１２，７７０ 

１０，９７１ 

４３ 

７９ 

１，６４３   

３４ 

８７８ 

７６７ 

１１１ 

 

１２，９２４ 

９，１９７ 

－ 

７７ 

１，５６５   

２，０８５ 

１３０ 

１０２ 

２８ 

 

１５４ 

△１，７７４ 

△４３ 

△２ 

△７８ 

２，０５１ 

△７４８ 

△６６５ 

△８３ 

 臨時利益 

 資本収入 

  長期借入金 

  運営費負担金 

  補助金 

  寄附金 

   計 

１０６ 

２００ 

２００ 

－ 

－ 

－ 

１３，９５３ 

５７３ 

２８７ 

－ 

２１９ 

６６ 

２ 

１３，９１４ 

４６７ 

８７ 

△２００ 

２１９ 

６６ 

２ 

△３９ 

支出 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   研究研修費 

  看護専門学校費用 

   給与費 

 

１０，９６２ 

９，９２３ 

６，２３４ 

２，３１４ 

１，３４９ 

２６ 

１５４ 

１２１ 

 

１１，２７９ 

１０，２８７ 

６，３８３ 

２，４０１ 

１，４９３ 

１０ 

－ 

－ 

 

３１７ 

３６４ 

１４９ 

８７ 

１４４ 

△１６ 

△１５４ 

△１２１ 
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   経費 

  訪問看護ステーション費 

   給与費 

３３ 

７０ 

６２ 

－ 

７８ 

７２ 

△３３ 

８ 

１０ 

   経費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 資本支出 

  建設改良費 

  償還金 

 計 

８ 

８１５ 

１７０ 

１，０９２ 

２８１ 

８１１ 

１２，２２５ 

６ 

９１４ 

１８８ 

１，３３３ 

５５７ 

７７６ 

１２，８００ 

△２ 

９９ 

１８ 

２４１ 

２７６ 

△３５ 

５７５ 

   ※計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 

 

（２） 収支計画（令和２年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 差額 

（決算-計画） 

収入の部 

 営業収益 

  医業収益 

  看護専門学校収益 

  訪問看護ステーション収益 

運営費負担金収益 

  資産見返補助金等戻入 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

 臨時利益 

１３，７６４ 

１２，７８５ 

１０，９４０ 

４３ 

７９ 

１，６４３ 

４８ 

３３ 

８７３ 

７６７ 

１０６ 

１０６ 

１４，９０２ 

１４，０６３ 

９，１４９ 

－ 

７８ 

１，５６５ 

１０８ 

３，１６３ 

２１８ 

１０２ 

１１６ 

６２１ 

１，１３８ 

△６２３ 

△１，７９１ 

△４３ 

△１ 

△７８ 

６０ 

３，１３０ 

△６５５ 

△６６５ 

１０ 

５１５ 
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支出の部 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   減価償却費 

   研究研修費 

  看護専門学校費用 

   給与費 

   経費 

  訪問看護ステーション費 

   給与費 

   経費 

  一般管理費 

１１，７４４ 

１１，１３１ 

１０，１０９ 

６，１３８ 

２，１０３ 

１，２５４ 

５９０ 

２４ 

１６０ 

１２９ 

３１ 

６４ 

６２ 

２ 

７９７ 

１２，７００ 

１１，５３２ 

１０，６３５ 

６，３７５ 

２，１８３ 

１，４１９ 

６４８ 

１０ 

－ 

－ 

－ 

８２ 

７７ 

５ 

８１６ 

９５６ 

４０１ 

５２６ 

２３７ 

８０ 

１６５ 

５８ 

△１４ 

△１６０ 

△１２９ 

△３１ 

１８ 

１５ 

３ 

１９ 

 営業外費用 

 臨時損失 

６１３ 

－ 

６９０ 

４７８ 

７７ 

４７８ 

    
 純利益 

 総利益 

２，０２０ 

２，０２０ 

２，２０２ 

２，２０２ 

１８２ 

１８２ 

 

（３） 資金計画（令和２年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 
差額 

（決算-計画） 

資金収入 

 業務活動による収入 

  診療業務による収入 

運営費負担金による収入 

  その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

  運営費負担金収入 

１４，５６６ 

１３，６１０ 

１０，９４０ 

２，４１０ 

２６０ 

－ 

－ 

１５，７９６ 

１３，６２８ 

９，２６１ 

２，２３９ 

２，１２８ 

２８６ 

２２０ 

１，２３０ 

１８ 

△１，６７９ 

△１７１ 

１，８６８ 

２８６ 

２２０ 
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  補助金収入 

財務活動による収入 

長期借入れによる収入 

 繰越金 

－ 

２００ 

２００ 

６５０ 

６６ 

０ 

０ 

１，８８２ 

６６ 

△２００ 

△２００ 

１，２３２ 

資金支出 

 業務活動による支出 

  給与費支出 

  材料費支出 

  その他の業務活動による支出 

投資活動による支出 

  有形固定資産の取得による支出 

無形固定資産の取得による支出 

１４，５６６ 

１０，９７３ 

６，４７５ 

２，１０３ 

２，３９５ 

２５６ 

２５６ 

－ 

１５，７９６ 

１１，５０８ 

６，７０３ 

２，１８０ 

２，６２５ 

４１２ 

４１１ 

１ 

１，２３０ 

５３５ 

２２８ 

７７ 

２３０ 

１５６ 

１５５ 

１ 

 財務活動による支出 

  移行前地方債償還債務の償還に

よる支出 

  その他の財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金  

９５９ 

 

７７６ 

１８３ 

２，３７７ 

８８０ 

 

７７６ 

１０４ 

２，９９６ 

△７９ 

 

０ 

△７９ 

６１９ 

 

第７ 短期借入金の限度額 

  短期借入金実績なし。 

 

第８ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし 

 

第９ 剰余金の使途 

  利益剰余金１，４７０百万円については、繰越積立金として１，２０９百万円を次期中

期目標期間に繰り越す。また、２６１百万円については市へ配当する。 

 

第１０ 料金に関する事項 

 令和２年９月、新型コロナウイルス感染症の院内感染防止の観点から基本項目にある肺

機能検査（スパイロメーター）を実施しない場合の人間ドック料金を設定し、インフル
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エンザ予防接種料金についても、ワクチンの契約単価等のコストを勘案し、改定を行っ

た。 

 

第１１ 地方独立行政法人市立大津市民病院の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に

関する規則（平成２８年大津市規則第１０３号）第６条で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画（令和２年度） 

【関連指標】  

  内 容 実績額 財源 

施設整備   １６６百万円 運営費負担金、一部自己財源 

医療機器整備 ４７５百万円 補助金、一部自己財源 

 

２ 人事に関する計画  

未曾有の新型コロナウイルス感染症に対する迅速かつ弾力的対応を目指し、当院の「感

染症指定医療機関」と「止まらない救急」という２つの使命を両立するため、「感染症 ER」

を設置し、滋賀県指定の感染症指定病院、公立病院としての使命を果たした。人材確保

面においては、感染症病棟への看護師配置を進めることによる一般病棟の看護師人員不

足には、人材派遣法に基づき人材派遣を活用した看護師の人員を活用した。 

また、次年度以降の診療報酬向上策として、管理栄養士の配置、看護師の業務分担の

適正化のため、臨床検査技師及び臨床工学技士の配置に向けた人材確保に努めた。 

【関連指標】 

・職員体制等 

令和元年度期末での職員体制は８２６人（退職３９人、採用４９人）で、期首から１

０人増、前年度末比で２１人増である。 

 

〔職員体制の内訳（単位は人）〕 

 職種 期首 採用 退職 期末 

正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 

病

院 

 

 

医師 79 44  1 7  1 5  79 46  

看護師 389 7 33 6 4 4 16  3 379 11 34 

医療技術職 106 19 3 7  1 1 1 1 111 18 3 

事務職 35 21 47 2 3 11 2 2 6 36 22 52 

補助員 2 0 31   3   1 2 0 33 

  合計 816 49 39 826 
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人事評価については、評価者・被評価者を対象としたオンライン研修会を活用し、評

価制度の定着を図るなど、人事評価制度を実行した。目標設定や評価実施について、従

来の紙面運用をオンラインシステム化し、職員の負担軽減と制度定着に努めた。 

 

また、現在、人事評価の対象外としている契約職員及び嘱託職員に関して、次期中期

計画期間内で開始予定の待遇改善・生産能力向上・正規職員転換実現プランについて着

手し、人事評価制度導入の検討を始めた。 

 

事務部門の強化のため、健診センター事務職の専従配置及び医事課事務職の増員配置

を行い、体制整備に努めた。 

 


